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デジタル強靭化社会を目指す日本

ご参考資料

2020年8月4日

新型コロナ感染拡大で浮き彫りになったデジタル化の課題解決に向け、日本政
府は法整備を含め、デジタル化の推進に積極的に取り組む方針です

国土全体の5G通信整備を国の責務としてIT基本法を改正

 日本政府は2020年7月、デジタル化を社会変革の原動力とする「デジタル強靱化」の実現に向け、ＩＴ

基本法の全面改正など国や地方のデジタル基盤拡充を柱とするIT戦略の方針を示しました。今後３

年間を集中投資期間と位置づけてIT分野に重点的に予算措置する考えで、新型コロナウイルス感染

拡大で浮き彫りになったデジタル化の課題解決に向け、環境整備を積極的に推進していく方針です。

 具体的には、新型コロナウイルス問題を契機に需要

が拡大したリモートワークなどに対する企業の取り

組み支援や押印、対面を原則とする慣行のデジタル

化推進、その他教育や防災・減災対応などになります。

 IT基本法改正では、買い物や教育など普段の生活で

オンライン化が加速する中で、広がる格差への対応

のため、高齢者や障がい者、過疎地の住人など全て

の人に最低限のデジタル環境を保障する「デジタル

ミニマム」を掲げています。

 デジタル社会を見据え、5G（第5世代移動通信シス

テム）など通信インフラ環境整備が必須です。政府は

不採算地域での光ファイバー回線の整備や非居住エ

リアへの5G基地局設置を積極支援し、国土全体で通

信インフラの整備を進める方針です。

国内通信事業者も整備巻き返しを急ぐ

外国人

障がい者

過疎地の住人

最低限のデジタル環境を支援

高齢者や障がい者向けの端末の普及
（使い方を指導する支援員の全国配置など）

オンライン教育充実のためのインフラ整備
（小中学校に１人１台の端末配備など）

AI（人工知能）やロボットなどの技術開発

デジタル技術による災害対策の効率化

（出所）各種情報をもとに三井住友トラスト・アセットマネジメント作成 日本では３月下旬に5Gサービスを開始しましたが、

現時点で使用エリアは都市のごく一部にとどまる状

況にあり、国土全体に5G通信を広げるには、基地局

整備が追い付いていない状況です。

 そんな中、国内通信事業者４社は24年度までに合計

で少なくとも１.6兆円規模の５G投資を計画し、基地

局整備を急いでいます。KDDIでは従来の基地局整

備計画を２年前倒しする方針を明らかにし、NTTドコ

モやソフトバンクも5G整備を前倒しで急ぐ動きがあ

ります。官民挙げての5G普及に向けた支援により、

通信インフラ環境の整備加速が期待されます。
※イラスト、写真はイメージです。
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